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ABSTRACT
　Objectives: The purpose of this study was to examine the short-term effects of the frail 
prevention project in Yonago City, Tottori Prefecture.  Methods: Older adults aged 64 years or 
older in Nagae, Yonago City, Tottori Prefecture were screened for frailty.  A frail prevention 
program was provided to those who were determined to be frail or pre-frail and wished to 
participate.  The program consisted of a comprehensive intervention and was implemented for 3 
months in a twice-weekly group and a once-weekly group, respectively.  The primary endpoint 
was a Kihon checklist and the secondary endpoints were items related to motor function. Results: 
In total, 531 older adults underwent frail screening.  Among them, 148 were pre-frail and 92 were 
frail.  A total of 23 participants who participated in the frail prevention program were included 
in the analysis.  Kihon checklist was significantly improved after the intervention （p<0.05）．
Low back pain and one-leg standing time showed improvement in the motor function-related 
items （p<0.05）．Conclusions: The frail prevention project was effective mainly in improving 
psychological symptoms, and may be affected by the frequency of intervention.
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はじめに

　フレイルとは，高齢期において生理的予備能が
低下することでストレスに対する脆弱性が亢進し
て不健康を引き起こしやすい状態と定義される1）．
フレイルは日常生活動作の障害，施設入所，転倒・
骨折，入院，認知症などの健康障害のリスクを増
大させ，要介護や死亡の発生率を高める2）．また，
フレイルには身体的な要因だけではなく，精神，
心理的な要因3），社会的な要因4）があり，それぞれ
が負のスパイラルを形成して，自立性の喪失へと
つながっていくため，高齢化が進んでいる現代に
おいて重要な健康問題として認識されている．

わが国の65歳以上の高齢者におけるフレイル有
症率を調査したメタアナリシスによると，フレイ
ルは7.4%，フレイルの前段階であるプレフレイル
は48.1%であった5）．特に75歳以上の後期高齢者で
は諸外国に比して高い有症率を示しており，わが
国においてフレイルの予防，改善は喫緊の課題と
いえる．

フレイルの特徴に，適切な介入により健常な状
態に戻りうるという可逆性があり，早期発見，早
期介入が重要とされている．フレイルに対する代
表的な介入方法に運動介入があり，運動機能と
quality of life（QOL）を改善させる効果がメタア
ナリシスにて示されている6, 7）．また，運動介入は
運動機能のみならず認知機能や心理的要因も改善
させることが報告されている8）．わが国でも同様
に，フレイル高齢者に対して運動介入を実施し，
フレイル状態の改善がみられたことが報告されて
いる9）．

このように，運動療法を中心とした介入はフレ
イル状態の改善に有効であることが示唆されてい
る．しかしながら，フレイルは多面的な要素を持
つとともに明確な疾病状態を示さないため，国の
医療制度の違い，年齢分布や生活環境など国内で
の地域特性の違いにより標準的な予防システムを
構築することは困難である．そのため，より質の
高いフレイル事業のためにはそれぞれの地域に応
じた地域展開モデルを構築することが課題とされ
ている10）．

鳥取県米子市では地域独自のフレイル対策とし
て産官学連携を軸にしたモデル事業を2019年より
開始している．特色としてフレイルのスクリーニ
ングシステムのinformation and communication 

technology（ICT）化が挙げられる．従来の個別
での聞き取り調査によるフレイルスクリーニング
は，評価とデータ入力に時間を要するために評価
者のマンパワー不足が生じ，限られた地域でしか
実施できず地域住民へ浸透しなかった．それらの
課題に対して，質問紙の電子化や結果の自動デー
タベース化を導入し，回答収集やデータ化の効率
性を向上させた（図1）．その恩恵として，マンパ
ワー不足が解消され，より広域でのフレイルスク
リーニングが可能となるため，多くのフレイル高
齢者の早期発見と早期介入が期待されている．ほ
かの特徴としては，フレイルに該当した対象者に
介護支援専門員，看護師，管理栄養士，リハビリ
テーション職種が各々の専門分野に基づいた包括
的介入を行うことが挙げられる．

鳥取県米子市で行われている包括的介入はフレ
イルに対して有効であることが予測されるが，地
域展開モデルとしての適性を検討するためには客
観的な効果判定が必要である．そこで，本研究で
は鳥取県米子市で行われたフレイル対策事業によ
る包括的な介入プログラムが地域在住高齢者のフ
レイル状態の改善に寄与するかを検討し，その有
効性を検証することを目的とした．

対象および方法

1. 対象
　研究デザインは前後比較研究である．鳥取県米
子市淀江地区に在住する64歳以上の住民1,065名
のうち，2019年9月から2020年8月までの期間に任
意でのフレイル評価に応じた531名中で，プレフ
レイル，フレイルと判定され鳥取県米子市フレイ
ル対策モデル事業への参加希望があった者を対象
とした．要介護認定を受けている者，日常生活動
作に介助を要した者，身体機能や認知機能の問題
により運動評価が困難であった者は除外した．本
研究は鳥取大学医学部倫理審査委員会の承認を得
て行った（No.19A171）．また対象者全員に研究の
趣旨，参加した上での利益不利益を事前に説明し
ており，研究データの利用に関する同意を得てい
た．

2. フレイルスクリーニング
　対象者を選定したフレイルのスクリーニングに
は基本チェックリストを使用した．基本チェック
リストは体力，栄養，食事，社会性，記憶，気分，
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生活習慣の7つのカテゴリーに分けられた25項目
の自記式質問票であり，すべての指標の合計は0

（虚弱なし）から25（重度虚弱）の範囲で，スコア
が高いほど機能が低下していることを示す11）．フ
レイル判定にはSatakeらの基準12）を用い，対象者
の総合得点が 0～3 点の群を健常，4～7 点をプレフ
レイル，8点以上をフレイルと判定した．この基準
に基づくプレフレイル，フレイルの判定は要介護
発生に対する有意な予測能を認めている12）．
　対象者に対する評価は，米子市，地域包括支援
センタースタッフが地域住民の集会を訪れ，その
際に基本チェックリストを搭載したフレイル早期
発見システム ASTERⅡ（コロンブス社製，日本）
をインストールしたタブレット端末を使用し，回
答を得た．ASTERⅡは基本チェックリスト原版の
カテゴリーに基づいて，日常生活動作（5問），運
動機能（5問），栄養状態（2問），口腔機能（3問），

認知機能（3問），閉じこもり状態（2問），うつ状
態（5問）の7つの下位項目を設定し，合計点数の
他に項目ごとに点数が算出できるシステムとなっ
ている．

3. 介入方法
　鳥取県米子市のフレイル対策事業は運動介入と
生活指導を中心とした教室型介入であった．1回に
つき90分で構成され，頻度は週に1回で介入期間は
3か月間と設定し，計12回実施するスケジュールで
あった．

教室の内容は，まず初回に対象者の運動機能評
価と目標設定を行った．2回目以降は，看護師によ
る問診と管理栄養士による栄養調査により，実際
の生活状況の把握と助言を行った．栄養指導につ
いては各栄養素がバランス良く摂取出来る献立を
紹介し，月に1回の頻度で参加者全員で実際に調

図１　米子市フレイルスクリーニングのICT化
基本チェックリストをアナログ（紙）からICT化（システム）することで作業効率向上を図っている．
設問についてはタブレット端末でイラストや文字の大きさを工夫し，対象者に意図が伝わりやすいよう
にしている．また，未回答防止機能を設定し，正確な回答を得ることができるようにしている．
ICT: information and communication technology
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理を行ってもらった．次にリハビリテーション職
種による合計30分間の有酸素運動と筋力トレーニ
ングを実施した．有酸素運動のプログラムは米子
市のご当地体操を用いた．筋力トレーニングはロ
コモーショントレーニング13）を中心に実施し，推
奨されるプロトコールに準じて実施した．その後，
運動機能の低下，低栄養状態，口腔機能の低下，
閉じこもり，認知機能の低下，うつ病の可能性と
いった基本チェックリストの下位項目から個々の
状態に応じてフレイルの要因を特徴付け，運動強
化，認知機能強化，口腔機能強化および栄養指導
強化といった3つのグループに分かれ，個々のフレ
イル特性に応じたグループでのプログラムを実施
した．運動強化グループは速歩や二重課題を組み
合わせた屋外ウォーキングを30分間行った．認知
機能強化グループは記憶や注意など特定の認知機
能に焦点をあてた認知的課題（計算問題，記憶訓
練など）を30分間行った．口腔機能強化および栄
養指導強化グループは呼気強化訓練，開口体操，
舌体操，無意味音節連鎖訓練と，栄養摂取状況の
調査結果をもとに不足している栄養素の確認と，
それらを補うための食事メニューの立案を計30分
間行った．教室の最後には参加者全員で1日の振
り返りを行い，コミュニケーションをとる時間を
設けて社会的交流の促進を図った．自宅での自主
訓練として個々のフレイル状態に適した課題を専
門職が設定し，次回教室までにロコモーショント
レーニングと課題を実施してもらうように指導し
た．課題の進捗状況については，教室終了時に専
門職がフィードバックを実施し，生活様式や運動
内容について助言した．

4. 評価項目
主要評価項目は基本チェックリストの合計点

数とした．フレイルスクリーニング時と同様に，
ASTERⅡソフトウェアをインストールしたタブ
レット端末により，教室前後で回答を得た．下位項
目においても同様に教室前後の変化を評価した．

副次評価項目は運動機能に関連した項目と
し，握力，5回起立テスト，timed up and go test

（TUG），片脚立位時間，膝および腰の痛み，運動
自己効力感を評価した．

握力測定は立位で行った．対象者は握力計（竹
井機器社製，T.K.K 5401）を握り，上肢を体側よ
り約20度外転した姿勢にて測定した．左右2回ずつ

測定し，最高値を代表値とした．
5回起立テストは40cmの台から対象者にできる

だけ早く5回立ち座りするように伝え，開始の合
図から5回目の立位になるまでに要した時間をス
トップウォッチで計測した．

TUGは椅子に座り，合図とともに立ち上がり，
3m前方の目標物のまわりを回り，再び椅子に座る
までの時間を測定した．対象者には最速速度で行
うよう指示した．

片脚立位時間は裸足で両手を腰に当てた姿勢を
開始姿勢とし，片脚を床から5cmほど挙げてから
時間を計測し始め，挙げた足が床に接地するか，
立ち足がずれた時点で終了とした．左右それぞれ1
回ずつ測定し，最も良い記録を代表値とした（最
長は60秒）．

膝および腰の痛みについてはvisual analogue 
scale（VAS）を用い，「現在，足腰に痛みがあり
ますか？」との問いに，「痛みなし」を左端，「こ
れまでに経験したもっとも激しい痛み」を右端と
した 100mmの線に，現在の痛みの程度に該当する
箇所に印を付け回答させた．

運動自己効力感の評価には，岡ら14）が作成した
運動セルフエフィカシー尺度を用いた．5 項目の
うち，「休暇（休日）でも，運動する自信がある」
という無関係項目を除外した「少し疲れていると
きでも，運動する自信がある」「あまり気分がの
らないときでも，運動する自信がある」「忙しく
て時間がないときでも，運動する自信がある」「あ
まり天気がよくないときでも，運動する自信があ
る」という質問に対し，「1．全くそう思わない～
5．かなりそう思う」の 5 段階で評定し，合計得点
は 4～20 点で算出する．合計得点が高いほど運動
自己効力感が高いことを示す．

5. 統計解析
　対象者の基本情報や評価結果は，正規分布に従
う場合は平均値と標準偏差，従わない場合は中央
値と四分位範囲で記述した．カテゴリー変数は対
象者数とパーセンテージで記載した．
　各評価項目の教室前後の変化をχ2検定と
Wilcoxon符号付順位和検定を用いて分析した．
有意水準は5%とした．すべての統計解析はIBM 
SPSS Statistics ver. 24.0（IBM Co., Armonk, NY, 
USA）を用いて実施した．
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結　　果

フレイルスクリーニングを実施した531名中，
148名がプレフレイル，92名がフレイルに該当し
た．フレイル対策教室は，開催会場の許容人数と
運動中の安全性確保のために，参加者を20人以下
に限定し，それぞれ別の対象者に3期開催された．

1期目の参加者は16名であった．2期目の参加者
は20名であったがCOVID-19の感染拡大の影響に
より教室は中止となった．3期目はCOVID-19の感
染予防対策のために頻度を2週間に1回に変更する
とともに，参加人数を7名に制限して実施された．
解析対象となったのは介入スケジュールを完遂で
きた1期目と3期目の参加者の計23名であった．対
象者の基本情報を表1に示す．

介入前後での基本チェックリストの結果を表2
に示す．基本チェックリストの合計点数が介入後
で有意に改善していた（p<0.001）．下位項目では

運動機能，口腔機能，うつ状態の項目で合計点が
有意に改善していた（p<0.05）．

1期目と3期目に分けたサブグループ解析では，1
期目のみ基本チェックリストの合計点数が介入後
で有意に改善していた（p=0.008）．下位項目では，
1期目は運動機能，口腔機能，うつ状態の項目で合
計点の有意な改善を認めた（p<0.05）．3期目では
口腔機能の項目のみ合計点数の有意な改善を認め
た（p=0.046）．

副次評価項目の結果を表3に示す．介入後で片脚
立位時間が改善を示した（p=0.030）．腰痛VASも
有意に減少した（p=0.036）．1期目と3期目に分け
たサブグループ解析では，1期目で片脚立位時間，
腰痛VAS，運動自己効力感の項目で有意な改善を
認めた（p<0.05）．3期目では，運動自己効力感が
有意に悪化していた（p=0.041）．その他の項目で
は有意な変化を認めなかった．
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表1　対象者の基本情報

全体
（n=23）

1期目対象者
（n=16）

3期目対象者
（n=7）

年齢（歳） 77.6 ± 4.3 77.4 ± 4.5 77.9 ± 4.3
女性，人（%） 17（70.8） 12（70.6） 5（71.4）

身長（m） 1.5 ± 0.7 1.5 ± 0.7 1.5 ± 0.9
体重（kg） 54.7 ± 9.7 54.3 ± 8.5 55.6 ± 12.6

BMI（kg/m2） 23.0 ± 3.8 22.9 ± 3.7 23.0 ± 4.3
独居，人（%） 6（26.1） 3（18.8） 3（42.9）

併存疾患，人（%）
高血圧 　5（20.8） 　3（17.6） 　2（28.6）
心疾患 　4（16.7） 　2（11.8） 　2（28.6）

脳血管疾患 1（4.2） 1（5.9） 0（0.0）
糖尿病 1（4.2） 1（5.9） 0（0.0）

慢性腎疾患 　3（12.5） 　2（11.8） 　1（14.3）
呼吸器疾患 0（0.0） 0（0.0） 0（0.0）
悪性腫瘍  2（8.3） 1（5.9） 　1（14.3）
骨粗鬆症 1（4.2） 1（5.9） 0（0.0）

うつ  0（0.0） 0（0.0） 0（0.0）

フレイル状態，人（%）
プレフレイル  13（56.5） 9（56.3） 4（57.1）

フレイル  10（43.4） 7（43.7） 3（42.9）
年齢，身長，体重，BMIのデータは平均値 ± 標準偏差で示している
併存疾患，独居の有無は対面での聞き取り調査により確認した
BMI: body mass index



表2　介入前後の基本チェックリストの結果

表3　介入前後の副次評価項目の結果

全体（n=23） 1期目対象者（n=16） 3期目対象者（n=7）
介入前 介入後 p値 介入前 介入後 p値 介入前 介入後 p値

基本チェック
リスト  7.0 5.0

p<0.001
7.0 4.0

0.008
7.0 5.0

0.058
合計点 （5.4, 9.6） （3.0, 6.0） （5.3, 10.5）（3.0, 6.0） （5.0, 10.0）（1.8, 7.8）

下位項目（点）

日常生活動作
1.0 0.0

0.134
1.0 0.0

0.052
0.0 0.5

0.157（0.0, 1.0） （0.0, 1.0） （0.0, 1.8） （0.0, 1.0） （0.0, 1.0）（0.0, 1.5）

運動機能
3.0 2.0

0.003
3.0 2.0

0.031
3.0 2.5

0.102（1.4, 4.0） （1.0, 3.0） （1.3, 4.0） （1.0, 3.0） （1.0, 4.0）（0.0, 3.3）

栄養状態
0.0 0.0

0.157
0.0 0.0

0.317
0.0 0.0

1.000（0.0, 0.0） （0.0, 1.0） （0.0, 0.0） （0.0, 1.0） （0.0, 1.0）（0.0, 1.0）

口腔機能
1.0 0.0

p<0.001
1.0 0.0

0.001
1.0 0.5

0.046（1.0, 2.0） （0.0, 1.0） （1.0, 2.0） （0.0, 1.0） （0.0, 2.0）（0.0, 1.0）

閉じこもり
状態

0.0 0.0
0.285

0.0 0.0
0.739

1.0 0.0
0.317（0.0, 1.0） （0.0, 0.0） （0.0, 1.0） （0.0, 0.0） （0.0, 1.0）（0.0, 1.0）

認知機能
0.0 0.0

0.627
0.0 0.0

1.000
1.0 0.0

0.157（0.0, 1.0） （0.0, 1.0） （0.0, 1.0） （0.0, 1.0） （0.0, 2.0）（0.0, 1.3）

うつ状態
2.0 0.0

p<0.001
2.0 0.0

0.003
3.0 0.0

0.078（0.4, 3.0） （0.0, 1.0） （0.3, 2.0） （0.0, 1.0） （0.0, 3.0）（0.0, 1.0）

データは中央値（四分位範囲）で示している
有意水準: 5%

全体（n=23） 1期目対象者（n=16） 3期目対象者（n=7）

介入前 介入後 p値 介入前 介入後 p値 介入前 介入後 p値

握力（kg）
21.0 22.0

0.381
20.5 21.0

0.134
22.0 24.0

0.916（20.0, 27.0）（18.4, 29.1） （20.0, 32.0） （18.0, 29.0） （19.5, 27.0）（18.5, 30.0）

5回起立
テスト（秒）

9.0 8.0
0.268

9.7 8.1
0.624

8.1 6.9
0.249（7.6, 10.4） （7.0, 10.3） （7.7, 10.8） （7.5, 12.5） （6.3, 9.5） （6.0, 9.6）

TUG（秒）
7.2 6.9

0.295
6.8 6.8

0.271
7.5 7.0

0.893（5.7, 8.4） （5.5, 7.9） （5.8, 8.8） （5.5, 8.0） （5.7, 8.1） （5.3, 7.8）

片脚立位
時間（秒）

10.7 16.0
0.030

11.8 16.3
0.030

10.0 10.0
0.500（4.0, 37.6） （6.8, 55.5） （4.1, 23.5） （5.0, 52.4） （4.0, 60.0） （7.0, 60.0）

膝痛VAS
（mm）

16.0 19.0
0.410

11.0 10.0
0.441

25.0 45.0
0.674（0.0, 52.0） （0.0, 45.0） （0.0, 47.0） （0.0, 30.0） （14.0, 65.0） （5.0, 65.0）

腰痛VAS
（mm）

25.0 16.5
0.036

26.5 18.0
0.022

15.0 15.0
0.600（0.0, 50.0） （0.0, 30.5） （0.0, 49.3） （0.0, 28.0） （5.0, 50.0） （3.0, 50.0）

運動自己
効力感（点）

11.0 12.0
0.149

8.0 12.0
0.004

12.0 11.0
0.041（8.0, 12.3） （9.8, 14.3） （8.0, 11.0） （11.0, 16.0） （9.0, 15.0） （7.0, 12.0）

データは中央値（四分位範囲）で示している
有意水準: 5%
TUG: timed up and go test　VAS: visual analogue scale
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考　　察

本研究で検証した鳥取県米子市のフレイル対策
事業では，フレイルスクリーニングを実施した対
象者の約半数がプレフレイル，フレイルに該当し，
そのうちの23名がフレイル対策教室へ参加した．
基本チェックリストを用いてフレイルを評価した
近年の報告によると，平均スコアはプレフレイル
判定群で5.3点，フレイル判定群で10.5点であり15），
本研究の対象者のフレイル重症度はそれらの中間
に該当する点数であった．下位項目を調査した
報告16）との比較では，本研究者の対象者が運動機
能と気分の落ち込みでやや高いスコアを示してお
り，運動機能に不安を持ち，診断歴はないが抑う
つ傾向にあることが特徴である集団といえる．

3か月間実施されたフレイル対策教室の前後比
較では，主要評価項目とした基本チェックリスト
の合計点が有意に改善し，下位項目では運動機能，
口腔機能，うつ状態のカテゴリーで合計点が有意
に改善していた．副次評価項目では片脚立位時間
や腰痛VASに有意な改善が認められた．1期目と3
期目で分けたサブグループ解析では，基本チェッ
クリストの合計点数の改善は1期目のみで認めら
れた．

本研究で検証したフレイル高齢者への教室型介
入は運動機能や口腔機能，うつ状態に関する基本
チェックリスト項目と，心理面が強く関与する腰
痛17）の改善を認め，心身に関連する自覚的な健康
度の改善に有効であることが示唆された．先行研
究においても運動介入によってフレイル状態の改
善とともに，感情面やQOLの改善が得られたこと
が報告されており8, 18），同様の結果となった．フレ
イルの成因とされている自覚的な疲労1）が気分関
連症状と双方向性に関連していること19）に加え，
本事業において実施した多因子介入は心理的な要
因に有効であること20）も，フレイル対象者の主観
的な項目の改善が得やすかった要因と考えられ
る．

運動機能に関連した副次評価項目では，統計学
的に有意な改善を認めたのは片脚立位時間のみで
あった．フレイル高齢者に対する介入をまとめた
システィマティックレビューによると，歩行速度
や下肢筋力など運動機能の改善は6か月以上の長
期間の介入でみられていた21）．高齢者の筋力の改
善を図るためには運動の負荷だけではなく総実施

回数が重要となるため22），本研究のように短期間
の介入では運動機能の改善を図るためには不十分
であった可能性がある．片脚立位時間のみ改善を
示したが，高齢者では実際に行った運動によって
運動学習が促進されるため23），ロコモーショント
レーニングで実施した片脚立位訓練の効果が特異
的に現れたのかもしれない．

COVID-19流行下での開催となった3期目では，
フレイル状態の改善が得られず，自己効力感に
軽微な悪化が生じていた．我が国の調査では，
COVID-19流行下ではフレイル高齢者の身体活動
量が低下していたことが報告されている22）.そして
同時期に身体活動量が低下した高齢者では，疲労
感の増大や社会的交流の減少など心理社会面で悪
影響が生じたことが報告されている24）．本研究に
おけるフレイル対策事業もCOVID-19流行の影響
により，縮小化を余儀なくされたため，上記の社
会情勢の変化に伴う高齢者の心理社会面の問題に
対応できず，介入効果が低下した可能性が考えら
れた．

また，フレイル状態と自己効力感の改善が得ら
れた 1 期目との違いは教室の開催頻度であった．
社会的交流が不活発な場合は，基本チェックリス
トの合計点数が低下し，フレイルの発症リスクが
高くなる25）．本事業においてはフレイル対策教室
の開催頻度を減らしたために，社会的活動の不活
発化を招き，対象者の主観的な健康度や自己効力
感に負の影響が生じたものと考えられた．今後の
社会情勢によっては，更に他者との交流機会が減
る危険性があるため，フレイル対策には介入頻度
が重要な因子となる可能性がある．
　対象者の属性に着目すると，第3期で改善が乏し
かった要因として介入前の心理状態が影響してい
たことが考えられる．第3期目は第1期目に比べ，介
入前の自己効力感が高値を示していた．高齢者に
おいて心理的状況が良い場合は，自覚的な幸福度
や抑うつの改善に天井効果が生じることが示唆さ
れている26）．本研究の主要評価である基本チェッ
クリストも自覚的な健康状態を評価する尺度のた
め，介入前の心理的要因の影響により天井効果が
生じた可能性がある．

本研究の結果より，現在のフレイル対策事業で
は身体機能の改善が不十分といった課題が残っ
た．フレイル高齢者の個別の運動機能に応じたプ
ログラムを実施する際には，その効果を高めるた
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めに頻度と介入期間を充実させる必要性が示唆さ
れた．具体的には，週2回以上の頻度で6か月以上
の介入期間を設けることが必要であると考えられ
た．そして長期間の介入を実現するために，参加
へのモチベーションや健康状態を維持するための
医療者の関わりも同頻度で提供することが重要と
思われる．

本研究は予備的調査を目的とした前後比較研究
であるため，いくつか限界を有している．まずフ
レイル評価が自己申告式であり，かつ参加希望者
を対象としたため，介入効果には選択バイアスが
生じている可能性がある．フレイル症状が中等度
であった群に対して，より重度なフレイル症状を
有していた群では介入効果が減弱することが報告
されている27）．電子媒体などの受け入れが良く，積
極的な社会参加を望む本研究の対象者は，潜在的
にフレイル症状が軽度であった可能性があり，介
入効果には選択バイアスの影響が大きかったもの
と考えられる．プレフレイルからフレイルへの移
行を防ぐ介入効果は報告されているものの28），重
度なフレイル高齢者への介入効果は不明であり，
今後の検討課題である．

その他の研究限界として，少人数サンプルの前
後比較であるため，交絡因子の調整を行っておら
ず，種々のバイアスのために結果を過大評価して
いる可能性がある．今後はバイアスリスクを低減
するために，長期的な効果検証を目的とした無作
為化比較試験を検討する必要がある．

結　　語

本研究の結果より，鳥取県米子市におけるフレ
イル対策事業は，対象者の自覚的なフレイル状態
や心理面の改善に有効であることが示唆された．
また，本事業で実施した教室型介入では，介入頻
度の違いが結果に影響を及ぼす可能性があった．
本研究の結果をもとに介入プログラムの最適化を
図るとともに，より妥当性のある効果検証のため
に，無作為化比較試験を計画していく必要がある．

　本研究にご協力頂きました米子市永江地区住民の皆
様，米子市健康対策課スタッフ，なんぶ幸朋苑リハビ
リテーションスタッフ，米子市尚徳地域包括支援セン
タースタッフ，株式会社コロンブスに深謝いたします．
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